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こ こ で p1・0.03， r＝0.01を 代 入 す る と （2.26） は ・4・0.03・0.980296・・50.751116・・・1・2・
・2.4433855・・1＝0.4092682、そうすると（2.25）のPr（D＜0）は
Pr・z・0.409・＝0.3409
となる。こうしてnが無限大であっても逆転可能な確率の上限は0.3409にとどまる。（n＝＋∞で
割引率を考慮しないとき、逆転可能確率はp1に関係なく0.5である）。
３ 結 論
以下簡単に統計理論の立場から結論を述べる。
1）給与総額の逆転確率は（2.13）、（2.25）からp1・・ Pr・Si・1・・、n（評価の回数）、r（将来の
給与額に関する割引率）に依存する。言うまでもないがp1・，n・，r・で逆転の確率は高まる。
2）p1＝0.03で計算結果をあたえたが、以上の議論ではp1・ Pr・Si・1・・ Pr・Si・・1・のよう
にSiの分布を左右対称にしているのでp1をいたずらに大きくすることは給与制度の設計上無理
であろう（p1を大きくすると不利益変更を受ける該当者数も多くなる）。
3）評価の回数（n）を例えば年2回とすれば、初期に劣位に立った従業員が挽回できる機会は当
然ふえる。しかしこれも評価する側の作業をはん雑にさせることになる。
4）割引率r・0・ r・1,・・・1・r・・1・を導入するケースでは逆転確率は当然小さくなる。先の
議論は r＝0.01を選んだが、rのとり方についてはもちろん多くの考え方がある。ただし、
r＞0とr＝0ではDn（給与差）に関する統計的性質がかなり異なる点がわかった。nを大きく
とるとき、このちがいがはっきりと出るであろう。
5）残された問題としては、r（割引率）は個人間で同一か。個人1、2がともに＋1の評価を受け
たとしても対応する時点が異なるとDn≠0である。さらに＋1の評価の効果がnの手前で切断
された場合もDnに新たな変化がおきる、などがあげられる。
しかしながら以上の一部分についてはわれわれはすでに結果を得た。
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注
1）この論文の一部分は朴［2］の学部内研究報告（2009年6月10日）にもとづいている。出席者の1人
の斉藤卓爾准教授からは割引率の導入など、多岐にわたりお教えいただいた。また、初稿の段階でレフェ
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リーのお2人からも数点の有益なコメントを受けた。ここに厚くお礼申し上げる。
2）レフェリーの1人は割引率（r）について、個人間で異なるものを考えるべきである、また時間それ自
体の割引の導入を提案した。しかしながらこのケースで時間概念に関する個人の実験データがあるわけで
はない、あるいは議論した離散モデルを連続的なものへ変換するにはさらに工夫が必要であり、困難を伴
うので、以上2点の採用を見送った。
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Abstract
LetS・i,j・bescoresofanindividualiassociatedwithtimej・ n・1suchthat
1 …… p・1・
S・i,j・＝





0 …… p・2・
－1 …… p・3・
withp・1・・p・2・・p・3・・1and0＜p・i・＜1.ThenincrementsB・i,n・ofthesalaryoftheindi-
vidualiarewrittenby
B・i,n・・ n・・1,i・・・n・1・・1・・1・r・・S・n・1・・・・・n・・n・1・・・1・・1・r・・n・1S・1・
fori・1,2where・・1,i・isKroneckerdeltaandrisrateofdiscount.Weshalnowpresentthe
exactmomentsof・B・1,n・・B・2,n・・・ D・n・bydirectcomputationaswelasPr・D・n・・0・via
thecentrallimittheoremofLindeberg-Feler（seeFisz［4］）.Inparticularitfolowsfromthese
resultsthat（1）Pr・D・n・・0・r・0・islargerthanPr・D・n・・0・r・0・foranyintervaln.（2）As
n・・,supPr・D・n・・0・r・0・＞supPr・D・n・・0・r・0・.
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